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平 成 22 年 度 予 算 執 行 状 況
市では、年２回越谷市の財政状況を公表しています。今回、公表するのは平成 22年度上半期（平成22年４月１日〜平成22年９月30日）の執行状況です。

一般会計
一般会計は、越谷市の行政運営の基本的な経費を中心に計上されたものです。
平成22年度の予算額は864億8062万円（繰越事業を含む）であり、その執行
状況（収入・支出済額）は平成22年９月30日現在、次のとおりです。

433億5,700万円

255億3,671万円

市民のみなさんに納めていただいている市民
税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、
事業所税、都市計画税です。

市　　　税 50.1％

150億4,482万円

51億9,329万円

地方公共団体が実施する特定の事業に対して
国が交付する支出金です。

国庫支出金 17.4％

65億　300万円

0円

建設事業などを行う際に必要となる資金を、
政府や民間の金融機関から借り入れるもので、
将来その返済が必要となります。

市　　　債 7.5％

50億　105万円

11億3,116万円

地方公共団体が実施する特定の事業に対して
県が交付する支出金です。

県 支 出 金 5.8％

予算額

収入済額

130億9,475万円

84億　348万円

地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、
株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、
自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通
安全対策特別交付金、分担金・負担金、使用料・
手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、
諸収入です。

そ　の　他 15.2％

一

般

会

計

予

算

執

行

状

況

は構成比 ※金額は調整の上、１万円単位で表示しています。

34億8,000万円

18億4,874万円

地方公共団体間の財政力格差を調整するため
に国税の一定割合が交付されるものです。

地方交付税 4.0％

歳　入
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平 成 22 年 度 予 算 執 行 状 況
市では、年２回越谷市の財政状況を公表しています。今回、公表するのは平成 22年度上半期（平成22年４月１日〜平成22年９月30日）の執行状況です。

305億7,788万円

124億7,218万円

子どもからお年寄り、障がいのある方などの
福祉施策に要する経費で、主な事業としては、
デイサービスやホームヘルプサービスをはじ
めとする各種在宅サービス事業、保育ステー
ション事業、いきいきセントー事業、生活保
護扶助費などが盛り込まれています。

民　生　費 35.4％

150億4,183万円

42億7,534万円

道路改良・維持、河川改修、街路や公園など
の都市基盤の整備に要する経費で、主な事業
としては、道路の新設改良、街路の整備、土
地区画整理会計繰出金、公共下水道会計繰出
金などが盛り込まれています。

土　木　費 17.4％

99億5,527万円

38億1,899万円

義務教育施設、図書館、保健体育、学校給食
などに要する経費で、主な事業としては、
小・中学校の校舎・屋内運動場等の改修、就
学援助費などが盛り込まれています。

教　育　費 11.5％

98億7,777万円

54億4,306万円

庁舎管理、広報、財産管理、企画、地域振興、
交通安全対策などを含めた一般行政に要する
経費で、主な事業としては、電算関係委託料、
市民会館管理運営委託料などが盛り込まれて
います。

総　務　費 11.4％

55億2,696万円

25億3,823万円

議会費、労働費、農林水産業費、商工費、消
防費、災害復旧費、諸支出金、予備費です。

そ　の　他 6.3％

一

般

会

計
予

算

執

行
状
況

予算額

支出済額

は構成比

86億1,681万円

41億9,574万円

市債の元金、利子の償還金などです。

公　債　費 10.0％

68億8,410万円

34億5,266万円

保健衛生、環境衛生、公害対策、ごみ・し尿
処理などに要する経費で、主な事業としては、
斎場運営事業、各検診事業、予防接種事業、
東埼玉資源環境組合負担金、病院事業会計へ
の負担金・補助金、公害分析委託料などが盛
り込まれています。

衛　生　費 8.0％

歳　出
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歳出予算の
性質別割合

歳出予算をその経済的性質を基準として分類するもので、地方公共団体の財政
の体質分析の指標となり、この分類の結果から財政運営の指針を見いだすこと
ができます。平成22年度予算を性質別に分類すると次のとおりです。

歳出予算額
864億8,062万円

人件費
174億9,702万円
（20.2％）

扶助費
172億9,307万円
（20.0％）

公債費
86億1,681万円
（10.0％）

公債費
86億1,681万円
（10.0％）

物件費
124億3,589万円
（14.4％）

補助費等
75億4,827万円
（8.7％）

繰出金
82億4,600万円
（9.5％）

普通建設事業費
122億8,851万円
（14.2％）

その他
25億5,505万円
（3.0％）

人件費（職員の給与など）

扶助費（各種福祉サービスを提供する経費など）

公債費（市債の元利償還金など）

物件費（委託料や備品購入費など）

補助費等（負担金や補助金など）

繰出金（特別会計への繰出金）

普通建設事業費（学校や道路、公園などを建設
する経費）

その他（維持補修費や貸付金など）

⃝

⃝

⃝

⃝

⃝

⃝

⃝

⃝

市民1人
当たりの予算額

平成22年度の歳出予算額と市税予算額を市民１人当たりに換算すると、それ
ぞれ次のとおりです。

市民1人当たりの歳出予算額　　264,205円
民 生 費

93,418円

土 木 費

45,954円

教 育 費

30,414円

総 務 費

30,177円

公 債 費

26,325円

衛 生 費

21,031円

そ の 他

16,886円

市民1人当たりの市税負担額　　132,459円
市 民 税

61,768円

固定資産税

54,426円

軽自動車税

690円

市たばこ税

6,416円

事業所税

2,004円

都市計画税

7,155円

【平成22年度の市税予算額　���億5,700万円】
市 民 税⃝ 202億1,800万円
固定資産税⃝ 178億1,500万円
軽自動車税⃝ 2億2,600万円

市たばこ税⃝ 21億円
事 業 所 税⃝ 6億5,600万円
都市計画税⃝ 2�億�,200万円

（平成22年9月30日現在の人口　327,324人）
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特別会計
特定の事業を行う際に、特定の歳入をもって特定の歳出に充て、一般の歳入歳
出と区分して経理する必要がある場合、一般会計とは別に特別会計を設けてい
ます。越谷市には、国民健康保険会計をはじめ10会計あり、それぞれの執行
状況は平成22年９月30日現在、次のとおりです。

会計別執行状況
会 計 名 事 業 内 容 予 算 額 収 入 済 額 支 出 済 額

国 民 健 康 保 険
被保険者の疾病、負傷、出産、
葬祭に関して必要な保険給付事
業

310億　･･97万円 121億6,498万円 145億5,114万円

老 人 保 健

75歳以上又は65歳以上で一定
の障がいの認定を受けた方への
保健事業（平成20年4月から後
期高齢者医療制度へ移行）

1億1,088万円 1億･･･859万円 32万円

後 期 高 齢 者 医 療

老人保健制度から移行された新
規事業で、75歳以上又は65歳以
上で一定の障がいの認定を受け
た方への医療給付事業（各市町
村で徴収した保険料を埼玉県後
期高齢者医療広域連合に納付し、
広域連合で医療給付を行います。）

21億3,235万円 8億4,768万円 7億･･･689万円

介 護 保 険

原則65歳以上の方への必要な
居宅介護・施設介護サービスな
どの保険給付事業及び自立した
日常生活の継続を支援していく
ための介護予防事業

99億1,511万円 54億7,002万円 43億9,038万円

東 越 谷
土地区画整理事業

宅地造成を目的とする事業で、
道路、下水道、公園等の公共施
設を整備して良好な住環境をも
つ市街地を形成する事業

4億8,520万円 2億6,942万円 1億･･･400万円

越 谷 駅 西 口
土地区画整理事業 464万円 437万円 0万円

（※2,070円）

七 左 第 一
土地区画整理事業 4億2,720万円 1億3,259万円 8,501万円

西 大 袋
土地区画整理事業 23億1,798万円 3億･･･287万円 5億･･･953万円

公 共 下 水 道 事 業

トイレの汚水や生活排水を処理
し、環境の向上を図ることや、
雨水を速やかに排除して浸水を
なくし、生活の安全を守る事業

85億5,937万円 34億7,467万円 34億1,600万円

公共用地先行取得事業

将来、公共用もしくは公用に供
する用地又はその代替地として
利用する計画に基づいて用地を
取得する事業

2億･･･500万円 0円 1億･･･234万円

※１万円単位での表記のため、表記上は０万円となります。（　）内は円単位の表記です。
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借
入
先
別

目
的
別

649億5,885万円

財 務 省
380億4,134万円

減税補てん債※1
臨時税収補てん債※2
臨時財政対策債※3
300億6,908万円

土 木 債
219億9,170万円

教 育 債
52億6,400万円

地方公共団体金融機構※4
96億2,862万円

㈱ゆうちょ銀行・
㈱かんぽ生命保険
64億6,624万円
市 中 銀 行
44億1,254万円国土交通省

1億4,367万円そ の 他
62億6,644万円

衛 生 債
23億4,885万円 民 生 債

14億7,032万円 そ の 他
38億1,490万円

市債現在高の
　　　　状況

市債は、学校や道路、公園などを整備するために必要な資金を調達する際に発
行するもので、後年度においてその返済義務が発生します。越谷市における未
償還元金は平成22年９月30日現在、次のとおりです。なお、市債の発行にあ
たっては、地方交付税により財政的に措置されるものを優先的に借り入れるよ
う努めています。

一般会計

※1　地方税を減税したことで生じた歳入の不足を補うための地方債
※2　平成９年度の地方消費税の税収が著しく落ち込んだことで生じた歳入の不足を補うための地方債
※3　国の財源不足等により減少となった地方交付税交付金を補うための地方債
※4　平成21年６月１日より地方公営企業等金融機構から地方公共団体金融機構に変わりました

借
入
先
別

目
的
別

559億8,896万円

財 務 省
206億6,749万円

公共下水道
460億5,278万円

流域下水道
45億9,204万円

地方公共団体金融機構※4
164億5,504万円

㈱ゆうちょ銀行・
㈱かんぽ生命保険
146億8,734万円

市 中 銀 行
32億3,817万円

そ の 他
9億4,092万円

土地区画整理
48億3,312万円 公 共 用 地

5億1,102万円

特別会計
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一時借入金の
　　　　状況

一時借入金は、支払いに対して手持ちの現金が不足した場合に、これを補うた
めに短期間借り入れるもので、当該年度の出納閉鎖日である５月31日までに
返済しなければなりません。平成22年度上半期においては、借り入れ及び現
在高ともにありません。

財産の状況 越谷市の財産には、土地、建物などの公有財産と特定の目的のために設置され
た基金があり、その内容は次のとおりです。

公有財産 行政財産…･庁舎や学校、保育所などの建物や敷地など
普通財産…･行政財産のように直接行政目的のために供されるものではなく、その経済的

な運営によって間接的に行政の執行に寄与することを主な目的とするもの

（平成22年９月30日現在）

区 分 土 地 面 積 建 物 面 積

行

政

財

産

本 庁 舎 15,��0㎡ 17,��2㎡

その他の行政機関
消 防 施 設 1�,�2�㎡ 10,�87㎡
そ の 他 の 施 設
（学校給食センター等） 6�,51�㎡ 25,�65㎡

公 共 用 財 産

学 校 �66,075㎡ �22,02�㎡
公 営 住 宅 22,226㎡ 10,5�2㎡
公 園 82�,076㎡ �,�72㎡
そ の 他 の 施 設
（地区センター等） �56,52�㎡ 156,580㎡

小 計 2,266,8�2㎡ 5�7,�12㎡
普 通 財 産 128,0�5㎡ 1�,��8㎡
合 計 2,���,877㎡ 562,�50㎡

基金 基金は、特定の目的のために積み立て又は運用するために設けられたものです。現在10の
基金を設置しており、各基金の平成22年９月30日現在額や設置内容は次のとおりです。

財政調整基金

27億5,123万円
災害復旧等の不時の支出
増や経済事情の変動等の
予期しない収入減などに
備えるための基金

国民健康保険の保
険給付費支払基金

15万円
国民健康保険の保険給付
費支払金の不足額に充て
るための基金

土地開発基金

25億円
公用又は公共用に必要な
土地をあらかじめ取得
し、事業の円滑な執行を
図るための基金

公共施設等整備基金

3,000万円
公共施設等の整備のため
の基金

越谷しらこばと基金

9億3,500万円
快適で魅力的なふるさと
づくりに活用するための
基金

高速鉄道等整備基金

1億114万円
新たな高速鉄道や鉄道関
連施設の整備を推進する
ための基金

介護保険給付費
準備基金

12億7,365万円
介護保険事業に要する費
用の不足額に充てるため
の基金

介護従事者処遇
改善臨時特例基金

1億63万円
介護報酬改定による保険
料の上昇を抑制するため
の基金

地球温暖化対策基金

5,854万円
地球温暖化対策を推進す
るための基金

国民健康保険出産
費資金等貸付基金

1,000万円
高額療養費及び出産に要
する費用を貸し付けるた
めの基金
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平 成 21 年 度 決 算 状 況
平成21年度の事業期間（平成21年４月１日〜平成22年３月31日）が終了しましたので、 一般会計及び特別会計の決算状況を報告いたします。

一般会計
歳入決算額は、827億998万円で、予算額に対して96.6％の収入、前年度決
算額に比べ57億3,574万円増となりました。
一方、歳出決算額は、794億9,759万円で、予算額に対して92.8％の執行と
なりました。各種福祉施策の充実や、市民生活に欠かせない都市基盤整備など
に努めました。

歳　入
区 分

款 別 予 算 額 決 算 額 決算額構成比

市 税 448億6,000万円 458億8,496万円 55.5％
国庫支出金 157億8,283万円 131億4,744万円 15.9％
市 債 63億9,160万円 48億9,660万円 5.9％
県 支 出 金 41億5,487万円 37億9,690万円 4.6％
地方消費税交付金 22億5,000万円 25億1,270万円 3.0％
そ の 他 122億　578万円 124億7,138万円 15.1％
合 計 856億4,508万円 827億　998万円 100.0％

歳　出
区 分

款 別 予 算 額 決 算 額 決算額構成比

民 生 費 258億5,451万円 253億　354万円 31.8％
総 務 費 139億4,638万円 134億5,508万円 16.9％
土 木 費 131億6,161万円 106億8,300万円 13.5％
教 育 費 111億6,399万円 88億8,768万円 11.2％
公 債 費 89億2,393万円 89億　840万円 11.2％
衛 生 費 68億9,267万円 66億9,364万円 8.4％
そ の 他 57億　199万円 55億6,625万円 7.0％
合 計 856億4,508万円 794億9,759万円 100.0％
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平 成 21 年 度 決 算 状 況
平成21年度の事業期間（平成21年４月１日〜平成22年３月31日）が終了しましたので、 一般会計及び特別会計の決算状況を報告いたします。

特別会計
行政をより円滑に、かつ効率よく進めるために特別会計を設置し、それぞれの
事業目的にそった執行を行いました。

区 分
会 計 名 予 算 額 決 算 額

歳 入 歳 出
国 民 健 康 保 険 316億4,840万円 311億6,504万円 302億2,607万円
老 人 保 健 4億2,809万円 5億　841万円 3億9,997万円
後 期 高 齢 者 医 療 20億2,021万円 20億2,114万円 19億6,653万円
介 護 保 険 102億6,433万円 99億6,919万円 94億8,683万円
東越谷土地区画整理事業 5億5,845万円 5億4,148万円 3億4,168万円
越谷駅西口土地区画整理事業 422万円 412万円 0万円（※425円）
七左第一土地区画整理事業 7億6,470万円 7億5,593万円 6億7,668万円
西大袋土地区画整理事業 22億5,238万円 20億2,843万円 19億2,932万円
公 共 下 水 道 事 業 85億2,609万円 81億　683万円 79億9,689万円
公共用地先行取得事業 2億　600万円 2億　575万円 　2億　575万円

合 計 566億7,287万円･ 553億･･632万円 532億2,972万円

市税の状況

区 分
税 目 予 算 額 調 定 額 Ⓐ 収入済額Ⓑ 徴収率

（Ⓑ／Ⓐ）
決算額
構成比

市民1人当たり
負 担 額

市 民 税 220億9,400万円 239億8,201万円 225億9,021万円 94.2％ 49.2％ 69,108円
固定資産税 176億5,200万円 189億1,891万円 180億1,534万円 95.2％ 39.3％ 55,113円
軽自動車税 2億･･500万円 2億4,815万円 2億3,014万円 92.7％ 0.5％ 704円
市たばこ税 19億5,000万円 19億8,635万円 19億8,635万円 100.0％ 4.3％ 6,077円
事 業 所 税 6億4,500万円 6億8,608万円 6億7,773万円 98.8％ 1.5％ 2,073円
都 市 計 画 税 23億1,400万円 25億1,343万円 23億8,519万円 94.9％ 5.2％ 7,297円
特別土地保有税 0円 （107万円） 0円 （0％） 0％ 0円

合 計 448億6,000万円 483億3,493万円
（483億3,600万円） 458億8,496万円 94.9％

（94.9％） 100.0％ 140,372円

※１万円単位での表記のため、表記上は０万円となります。（　）内は円単位の表記です。

※（　）内は、徴収猶予分を含む。人口326,881人（平成22年３月31日現在）
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平成21年度一般会計歳出決算を基に
『階層マトリクス型歳出決算書』を作成しました。

階層マトリクス型
　　　　　の決算

　市の予算の使途を表す歳出決算は、歳出科目の「款」別（目的別）および「性質」別の
決算を公表していますが、市民サービスの多様化が進み、事業内容が多目的、複合的
なものが増えてきました。そうした横断的な事業は、これまでの決算の方法として行っ
ている歳出科目分類では、その事業の持つ目的や性格を把握しにくい面があります。
　そこで、決算をより分かりやすいものにするため、『階層マトリクス型歳出決算書』を
作成しました。各種の事業や施策の性格・目的を分かりやすく、しかも、正確に表現す
るため、市民感覚に近い表現となっている「総合振興計画」の施策の体系を使って、歳
出決算をマトリクス（相関表）形式に集計したものです。
　歳出科目分類の「款」ごとの決算額を「横軸」（表頭に表す）とし、第３次総合振興計
画の施策体系の大綱を「縦軸」（表側に表す）として、マトリクス（相関表）形式で集計
しました。決算を施策体系に分類することにより、実施した事業等の目的や性格・大き
さ（規模）を分かりやすく把握することができます。
　なお、施策の「その他」には施策の大綱（１〜６）および「実現の方策」にない事業や
施策を集計しています。

平成21年度　階層マトリクス型一般会計歳出決算
（単位：万円）

款
施 策

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 公債費 諸支出金 総計 構成割合

大綱１
互いに認めあい身
近に豊かさを実感
できるまちづくり

0 170,947 41,432 13,209 0 1,546 0 17,148 0 21,100 24,488 400 290,270 3.6%

大綱2
だれもが健康で生き
がいをもって安心し
て暮らせるまちづくり

0 0 2,488,234 243,013 0 0 0 507 0 0 32,966 0 2,764,720 34.8%

大綱3
人にやさしく自然と
調和した秩序ある
美しいまちづくり

0 0 0 0 0 0 0 1,009,944 0 0 394,923 0 1,404,867 17.7%

大綱4
快適な生活環境に
つつまれた安全な
まちづくり

0 23,360 0 364,663 0 0 0 8,870 347,485 0 33,836 　0 778,214 9.8%

大綱5
いきいきと働ける
魅力と活力あふれ
るまちづくり

0 0 22 99 17,896 53,536 51,863 5,512 0 3,849 22,304 　0 155,081 1.9%

大綱6
個性的で多様に学
べる心豊かなまち
づくり

0 0 0 0 0 0 0 607 0 863,819 141,494 　0 1,005,920 12.7%

実現の方策
市民参加の拡充と
適正な行財政運営

481 629,426 0 48,380 0 0 0 25,712 0 0 240,829 33,693 978,521 12.3%

その他 49,065 521,775 666 0 0 0 660 0 0 0 0 0 572,166 7.2%

総　　計 49,546 1,345,508 2,530,354 669,364 17,896 55,082 52,523 1,068,300 347,485 888,768 890,840 34,093 7,949,759 100.0%

構成割合 0.6% 16.9% 31.8% 8.4% 0.2% 0.7% 0.7% 13.5% 4.4% 11.2% 11.2% 0.4% 100.0%

※金額は調整のうえ、万円単位で表示しています。
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健全化判断比率等の公表
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、健全化判断比率等の指標を公表します。

健全化判断比率
平成21年度決算により算定した各指標の数値は、次のとおりです。いず
れの指標も法令に定められた早期健全化基準を下回り、健全と言える結果
になりました。

（単位：％）

指 標 名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
一般会計等の実質赤字
が、標準財政規模に占
める比率

市のすべての会計を対
象にした実質赤字が、
標準財政規模に占める
比率

一般会計等が負担する
市債の元利償還金及び
準元利償還金が標準財
政規模に占める比率

一般会計等が将来負担
すべき実質的な負債
（市債の現在高、債務
負担行為に基づく支出
予定額の一部など）の
標準財政規模に占める
比率

越 谷 市 の 数 値 — — 11.2 121.9
早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0
財 政 再 生 基 準 20.00 40.00 35.0

※「一般会計等」とは、一般会計に特別会計の一部を加えたものです。
※「標準財政規模」とは、通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普
通交付税、臨時財政対策債発行可能額を加算した額です。
※黒字の場合は「—」で表示していますが、実質赤字比率は△5.89％、連結実質赤字比率は△14.27％とな
っています。

資金不足比率
一般会計等に属さない公営企業会計における資金の不足額が、事業の規模
に占める比率です。平成21年度決算による算定では、公営企業会計にお
ける資金不足は生じていません。

特別会計名 東 越 谷
土地区画整理事業

越 谷 駅 西 口
土地区画整理事業 公共下水道事業 病院事業

越 谷 市 の 数 値 — — — —
経営健全化基準 20.0 20.0 20.0 20.0

※資金剰余の場合は「—」で表示していますが、東越谷土地区画整理事業会計は△165.9％、公共下水道事業
会計は△3.3％、病院事業会計は△27.4％となっています。また、越谷駅西口土地区画整理事業会計は、
事業が終了しており、事業規模（営業収益）がないため、資金不足比率が算出されません。

　平成20年度決算からは、それぞれの指標の数値が、早期健全化基準（財政再生基準）を上回った場合
は、財政健全化計画（財政再生計画）を定めることが義務付けられています。同様に、公営企業会計につい
ては、経営健全化基準を上回った場合は、経営健全化計画の策定が義務付けられています。

（単位：％）

将来負担比率の算定にかかる
「将来負担すべき実質的な負債」の推移（主なもの）

平成19年度 平成20年度 平成21年度

市債の現在高
市が建設事業などのため
に借りたお金（借金）の
残高

7,906,447 7,564,422 7,328,382

債務負担行為
に基づく支出予
定額

２年以上にわたる長期間
の契約などによって支出
が決まっているもの

1,255,956 1,202,170 1,191,023

土地開発公社
の負債額等負担
見込額

土地開発公社が解散した
場合に市が金融機関など
に対して保証する額

1,789,035 1,690,298 1,290,549
0

200

400

600

800

1,000

1,200
（億円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度

（単位：万円）
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一般会計の市債現在高のうち、教育施設や道路などの整備事業に充てる通常債は減少傾向にありますが、国の財
源不足等により発行する特例債（臨時財政対策債、臨時税収補てん債、減税補てん債の合計）は増加しています。

市債現在高の推移

0

400

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

500

600

700

800
億円 臨時財政対策債

臨時税収補てん債
減税補てん債
通常債

一般会計現在高推移

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
臨時財政対策債 389,260 900,944 1,265,282 1,524,897 1,749,262 1,905,024 2,018,829 2,237,311
臨時税収補てん債 138,934 130,957 122,813 114,498 106,008 97,340 88,490 79,455
減税補てん債 1,226,162 1,212,410 1,200,832 1,170,538 1,120,193 1,021,387 918,483 811,741
通 常 債 5,734,564 5,546,996 5,301,845 5,128,015 4,889,661 4,455,257 4,102,059 3,727,297

0
平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

400

平成16年度

500

平成15年度

600

平成14年度

700
億円

区画整理
公共用地
公共下水

特別会計現在高推移（区画整理・公共用地・公共下水）

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
区 画 整 理 535,735 494,123 448,057 428,847 377,228 415,160 446,483 498,212
公 共 用 地 331,137 225,630 195,270 163,906 132,542 101,172 81,144 61,116
公 共 下 水 6,049,787 6,031,011 5,937,040 5,784,134 5,669,121 5,527,489 5,386,223 5,227,071

単位：万円

単位：万円
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主な財政指標

財政力指数
地方公共団体の財政基盤の強弱を
表す指数で、普通交付税を算定す
る際に用いる、基準財政収入額を
基準財政需要額で割った数の過去
３か年の平均値を指数として用い
たものです。単年度で指数が「１」
以上の場合、その年の普通交付税
は交付されません。つまり、１に
近い、あるいは１を超えるほど財
源に余裕があるものとされていま
す。越谷市の場合は、全国平均よ
り上位に位置しています。

財政力指数の推移

0.300

0.400

0.500

0.600

0.700

0.800

0.900

1.000

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

越谷市 県内市町村平均 全国市町村平均

0.843 0.868
0.900

0.933 0.956 0.969

0.715
0.780

0.811 0.838 0.855 0.852

0.470
0.520 0.530 0.550 0.560 0.550

経常収支比率
人件費や公債費など毎年度経常的
に支出する経費が、地方税など、
毎年度経常的に収入される一般財
源の総額に占める割合。個人の生
活にたとえれば、毎月の給与のう
ち、どの程度が日常の消費支出や
住宅ローンなどの返済に充てられ
ているかの割合です。比率が高い
ほど財政の弾力性に欠けるとされ
ており、越谷市の場合は全国平均
より低い比率になっています。

経常収支比率の推移

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0
%

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

越谷市 県内市町村平均 全国市町村平均

82.0
83.8 84.9

87.2 87.9 87.3
86.7 87.1 86.8

88.5 89.6 90.2
90.5 90.2 90.3 92.0 91.8 91.8

実質公債費比率
公債費などに支出した経費が、市
税など毎年度経常的に収入される
であろう一般財源の総額に占める
割合の過去３か年の平均値です。
個人の生活にたとえれば、毎月の
給与のうち、どの程度が住宅ロー
ンなどの返済に充てられているか
の割合で、あまり高くなりすぎる
と家計のやりくりが厳しくなりま
す。地方公共団体では、この比率
が高くなりすぎないよう、比率
が18％以上になると借入れの際
に県の許可が必要となります。ま
た、25％以上では、借入れが一
部制限されます。

実質公債費比率の推移
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平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

越谷市 県内市町村平均 全国市町村平均

16.2 17.5
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11.212.5 12.9
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9.1

14.8 15.1

12.3
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11.2

※各指標の平成21年度県内市町村及び全国市町村平均の数値は速報値のため、今後変動する場合があります。
※実質公債比率は平成17年度から算定されています。
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４つの財務書類からみた越谷市の財政
※表中、表示単位未満は四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

貸借対照表（バランスシート）
　平成21年度末時点において、越谷市単体および第三セクター等を含めた連結ベースで市の資産がどれだけあり、
その資産をどのような財源（負債・純資産）でまかなってきたかを一目で分かるようにしたものです。左側に「資産」
を表示し、右側に「負債」および資産と負債の差額である「純資産」を計上しています。
　貸借対照表から越谷市の財政状況を見ますと、将来世代の負担といえる「負債」に対し、これまでに整備された
「資産」が約３倍あり、財政の健全性は十分確保されているといえます。

資産の部（これまで積み上げてきた資産）

越谷市単体 連　　結

１
金
融
資
産

⑴資金
現金・預金など 6,072 11,487

⑵債権
未収金・貸付金など 8,585 9,449

⑶有価証券 0 2,473

⑷投資等
出資金・基金など 15,360 16,071

２
非
金
融
資
産

⑴事業用資産
庁舎、保育所、学校、福祉
施設など

160,279 189,886

⑵インフラ資産
道路、公園、上下水道など 371,683 427,961

⑶その他資産
繰延資産など 0 16

資産合計 561,�7� 657,���

負債の部（将来の世代が負担する金額）

越谷市単体 連　　結

１
流
動
負
債

⑴公債（短期）
公債残高のうち翌年度償還
予定額

11,366 11,531

⑵その他
未払金のうち翌年度支払予
定額など

2,138 4,535

２
非
流
動
負
債

⑴公債
公債残高のうち翌々年度以
降償還予定額

119,905 138,594

⑵退職給付引当金 20,168 21,312

⑶その他
未払金のうち翌々年度以降
支払予定額など

4,328 27,554

負債合計 157,905 203,527

純資産の部（現在までの世代が負担した金額）

純資産合計 404,075 453,816

負債および純資産合計 561,�7� 657,���

（単位：百万円）

市の資産と負債の状況（連結ベース）
① 市民１人当たりの資産と負債

資　産 負　債 負債の割合
平成21年度 204万1千円 63万2千円 （31.0％）
平成20年度 209万8千円 66万1千円 （31.5％）

② 道路や公園など、今までの世代で負担が済んでいるもの
連結ベースで平成20年度は72.5％、平成21年度は73.5％となります。
　道路や公園など社会資本に対する、現在までの世代の負担割合（社会資本形成の世代間比率）［純資産
／（事業用資産＋インフラ資産）］で計算できます。平成20年度より1.0ポイント増加しており、将来へ
の負担を極力抑え、負担を先送りしないよう健全な財政運営に努めています。

③ 純資産比率は
連結ベースで平成20年度は68.5％、平成21年度は69.0％となります。
　市が持つ資産のうち負債を差し引いた正味の財産の割合を示す純資産比率［純資産合計／資産合計］
で計算でき、越谷市は約７割となります。平成20年度より、0.5ポイント純資産が増加しています。
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資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）
　現金の流れを示すものです。その収支を性質に応じ
て、区分して表示することで、市がどのような活動に
資金を必要としているのかを示しています。

純資産変動計算書
　市の純資産（資産から負債を引いた残り）が平成21
年度中にどのように増減したかを明らかにするもので
す。総額としての純資産の変動に加え、それがどのよ
うな財源や要因で増減したのかを示しています。

期首資金残高
越谷市単体 連　　結

�,212 �,111

当期収支 1,859 2,376

⑴経常的収支
人件費支出、税収入、国
庫補助金など

17,221 22,638

⑵資本的収支
公共資産整備支出、固定
資産売却収入など

△ 7,892 △ 10,873

⑶財務的収支
元利償還金支出、市債発
行収入など

△ 7,470 △ 9,389

期末資金残高 6,072 11,�87

（単位：百万円）

期首純資産残高
越谷市単体 連　　結

�10,2�6 �58,775

当期変動高 △ 6,172 △ 4,959

⑴純経常行政コスト
経常費用−経常収益 △ 95,023 △109,997

⑵財源調達
市税、国県補助金など 121,799 142,795

⑶その他
道路等の資産形成に充て
られた財源

△ 32,948 △ 37,757

期末純資産残高 �0�,075 �5�,816

（単位：百万円）

行政コスト計算書
　市の経常的な活動に伴うコストと使用料・手数料等の収
入を示すものです。従来の官庁会計では捕捉できなかった
減価償却費など非現金コストについても計上しています。
経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが当該年
度の純経常行政コストとなります。

経常費用
越谷市単体 連　　結

111,107 1�7,605

１･人にかかるコスト
人件費、退職手当引当金繰入など 20,074 21,422

２･物にかかるコスト
物件費、減価償却費、維持補修費
など

10,654 16,229

３･業務にかかるコスト
委託料、公債費（利子分）など 49,119 51,719

４･移転支出的なコスト
社会保障給付、補助金等移転支出
など

31,259 48,234

経常収益 16,085 27,60�

使用料・手数料等 16,085 27,609

純経常行政コスト
（経常費用−経常収益） �5,02� 10�,��7

（単位：百万円）

１年間でどれだけ変わった？
（貸借対照表 連結ベース）

（　）は市民１人当たりの額

○
越
谷
市
単
体
…･

一
般
会
計
、
公
共
用
地
先
行
取
得
特
別
会
計
、
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
、
老
人
保
健
特
別
会
計
、
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
、
介
護
保
険
特
別
会
計
、
東
越
谷
土
地
区
画
整
理
特
別
会
計
、
越
谷
駅
西
口
土
地
区
画
整
理
特
別
会
計
、
七
左

第
一
土
地
区
画
整
理
特
別
会
計
、
西
大
袋
土
地
区
画
整
理
特
別
会
計
、
公
共
下
水
道
特
別
会
計
、
病
院
事
業
会
計
。

○
連　
　
　
結
…･

越
谷
市
単
体
に
越
谷
市
土
地
開
発
公
社
、
越
谷
市
施
設
管
理
公
社
、
㈶
越
谷
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
、
越
谷
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
プ
ラ
ザ
㈱
、
㈱
埼
玉
県
東
部
流
通
セ
ン
タ
ー
、
越
谷
・
松
伏
水
道
企
業
団
、
東
埼
玉
資
源
環
境
組
合
、
埼
玉
県
市

町
村
総
合
事
務
組
合
、
埼
玉
県
都
市
競
艇
組
合
、
彩
の
国
人
づ
く
り
広
域
連
合
、
埼
玉
県
後
期
高
齢
者
広
域
連
合
を
加
え
る
。

●財政状況を単体ベース連結ベースで公表
　越谷市は、市民の皆さんに市の財政状況をより理解して
いただくため、国が推奨する「新地方公会計制度･基準モ
デル」に基づいて、市や土地開発公社、第三セクターなど
の関連団体も含めた連結ベースで４つの財務書類を作成し
ました。基準モデルでは、資産評価において原則公正価値
に基づくなど、より実態に合った資産・債務情報を把握す
ることができるといえます。

　平成21年度は、資産の評価替を行ったことか
ら、平成20年度と比べ資産、純資産とも減少し
ていますが負債対資産（負債比率）、純資産対資産
（純資産比率）といった、比率で見ると負債比率
が△0.5、純資産比率は＋0.5となっています。こ
れは、将来負担を抑えつつも、将来世代のための
資産形成をしているといえます。

平成20年度

資　産
6,697.2億円
（209.8万円）

負　債
2,109.4億円
（66.1万円）

純資産
4,587.7億円
（143.6万円）

平成21年度

資　産
6,573.4億円
（204.1万円）

負　債
2,035.3億円
（63.2万円）

純資産
4,538.2億円
（140.9万円）
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